
ドイツにおける失業者支援制度

特集：グローバル景気後退と各国の失業者支援政策

■要約

ハルツ改革後のドイツは、2005年を境に、途中いわゆるリーマン・ショックに見舞われながらも失業率を改善さ

せ、現在のそれは、東西統一後、最も低い水準にある。これは、堅実な経済成長の果実でもあろうが、上記改革によ

り栂築された失業者を支援する現行制度、すなわち、①失業手当Ｉ（従前の賃金を基準に算定した額．最長受給期間あ

り）と失業手当Ⅱ（－定額･受給期間に制限なし）を中核に据え失業者に対する一定の所得保障を図る金銭給付措通と、

②職業相談・訓練等を駆使し、また、１ユーロ・ジョブや僅少労働も活用しながら、できる限り速やかに失業者が具

体的な職・仕事を猿得できるよう努力する就労促進措置とを有機的に機能させた成果ともいえよう。

本稿は、こうした当該制度を解説するとともに、リーマン・ショックや東日本大震災により雇用憎勢がなかなか好

転しないわが国で最近開始された「求職者支援」制度にも、上述のドイツとの関係で若干触れる。

ドイツにおける失業者支援制度

中内哲
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Ｉはじめに～本稿の目的・構成～

る中道左派連立政権下で示された労働市場改革等

に関する重厚な提案に基づく、数次にわたる重要

な法改正が旧来の事態を好転させ、もたらした成

果（｢ハルツ改革」と呼ばれる)3)でもあると考

えられる。

そこで本稿は、こうしたハルツ改革後の「失

業者を対象とした公（連邦（Bund)・地方自治体

（kommunaleTraeger)）による現行の支援態勢」

を(必要に応じ当該改革以前の制度にも言及して）

まず解説する4)。失業者支援という視点からすれ

ば、その内容は大きく、①一時的ではあれ賃金を

得られない失業者に対する経済面での支え（金銭

給付措置）と、②当該失業者を現実に職・仕事へ

と導く具体的な施策（就労促進措置）とに分けて

捉えることができよう。以下、Ⅱ金銭給付措置、

Ⅲ就労支援措冠の順に進行する｡最後にⅣとして、

ドイツの現行失業者支援制度に対する評価や、わ

1991年に東西統一を成し遂げたドイツは､当初、

東部地区における深刻な雇用・経済状況を抱え失

業率の上昇傾向に歯止めをかけられずにいた。し

かし､2005年を境にその失業率は大幅に改善する。

2008年夏に発生したアメリカの名門投資銀行リー

マン・プラザーズ社の破綻をきっかけに引き起こ

された世界的金融危機（いわゆるリーマン・ショッ

ク）にさらされたものの、これを早期に克服して

2013年４月時点の当該数値は、東西統一後の最低

水準にまで到っている】)。

これは、欧州諸国で最も堅調な経済の伸びによ

る効果といえよう2)。もっとも、決してそれだけ

ではなく、2002年夏、社会民主党ケアハルト・シ

ュレーダー（GerhandSchroeder）を連邦首相とす
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が国の当該制度に関する近時の動向につき若干言

及する。

Ⅱ金銭給付措置

これには、Ａ・失業（Arbeitslosigkeit）が直

接の給付原因（の1つ）とされ失業者を正面か

ら支給対象者に設定するものと、Ｂ・失業を当

該原因（の1つ）とするわけではないが、結果

として失業者が支給対象者に含まれるものと

がある。本稿は、前者Aの核である失業手当Ｉ

（Arbeitslosengeld）と、後者Bの代表格としての

失業手当Ⅱ（ArbeitslosengeldⅡ）を取り上げ、両

手当について、少なくとも①給付水準②受給期

間③受給要件④当該給付事業の実施主体⑤当

該給付の財源、以上5点に着目しながら言及する。

１．失業手当Ｉ（Arbeitslosengeld）

本手当が法的根拠を置く社会法典第３編

(SozialgesetzbuchDrittesBuch(以下､SGBⅢ)）は、

2011年12月の法改正（BGBLIS､2854）により、従

前の多数の条文が移動・削除される等し、大幅に

変更された内容が2012年４月１日から施行されてい

る。

①その給付水準は、受給者が養育義務を負う子

供を有する等の場合とそれ以外とに分けられ、前

者は失業以前における手取り賃金(Nettoentgeld)s）

表１－１失業手当Ｉ（原則）

保険料納付月数（以上） 最長受給期間（月数）

1２ ６

1６ ８

2０ 1０

2４ 1２

＜満50歳以上の特例＞

3０（満50歳以上） 1５

3６（満56歳以上） １８

4８（満58歳以上） 2４

の67％､後者は当該賃金の60％とされている(SGB

Ⅲ149条)6)。⑤これを支える主たる財源は、労働

契約関係にある労使が折半して負担する保険料

（Beimege）で賄われる（同340条､346条1項1文)7)。

②受給期間は、表1-1に示したように、離職前３

年間における保険料納付期間（月数）と年齢を基

に、最短6ケ月から最長24ケ月まで設けられてい

る（同147条1項・２項)。本手当請求権の消滅時効

は4年であるが（同161条2項)、受給停止期間開始

から総計21週間を経過すると失効する（同条1項２

号)。

もちろん、この手当は失業者への経済的支援を

目指しているが、だからといって、職を失った

（あるいは職に就いていない）全ての失業者に

支払われるわけではない。SGBⅢは、③受給要件

について、（a）一定期間の保険料納付、（b）失業

の申請（Melde)、（c）実際の失業状態、以上3点

を規定する（137条1項)8)。（a）一定の保険料納

付期間（Anwartschaftszeit）とは、離職前2年間の

うち少なくとも12ケ月間を意味し（同142条1項、

143条1項)、（b）上記申請は、通常、失業後にな

されるが、失業が見込まれる3ヶ月前からも可能

とされている（同141条1項)。最も肝心な（c）失

業状態にあるか否かの判断基準は、就業機会の

喪失・当該喪失の解消へ向けた努力・職業紹介

への応諾、以上3点である（SGBⅢ138条1項)。第

３点・紹介される職は、原則として、本手当の受

給希望者にとり「就労が期待できる（zumutbaure

Beschaeftigung)」ものと評価される（同140条)。

このことから、職業紹介を拒否する当該希望者へ

は同手当の支給を一定期間停止するという制裁が

表１－２失業手当Ｉ（特例該当者）

保険料納付月数（以上） 最長受給期間（月数）

６ ３

８ ４

１０ ５

－１８－



表２失業手当11における「生計保障基塑給付」

（2013年１月１日以降）

予定されているのである（同'59条)9)。

なお、離職前の労働契約に１０週間以内の期間が

付されていた者等に対しては、上述した受給要件

のうち（a）が緩和され（同142条2項)１０)、表１－２

にあるように、年齢に関係なく、離職前2年間に

おける保険料納付月数に応じた本手当の最長受給

期間が定められている（同147条3項)。

④この手当の給付主体は、連邦雇用エージェ

ンシー（BundesagenturfUerArbeit（以下、ＢＡ)）

である（同368条)'１>ｏＢＡは、下部組織として、

州（Land）を基本とした１０箇所の地域統括局

（RegionaldirEktion）と、同局が管轄する空間を

さらに細分化して設置される156箇所の事務所

(AgenturfmerArbeit(以下､AA)）を擁している(同

367条)。所轄AAが本手当の給付にあたる現場で

あり､本手当受給希望者はここに失業を申謂する。

本手当の受給者数は、いわゆるリーマン・ショ

ックに伴い雇用が悪化した2009年を除いて、２００４

年以降減少傾向にあり､2011年においては82万９

千人（前年比約'9万3千人減）であった'2)。

婦・ひとり親・障がい者へ支給する超過給付

（Mehrbedarfb）（21条）'4)、上記・生計保障基

準給付の受給権者にその実費のみを支給する住

宅・暖房費用給付（BedarfefUerUmerkunftund

Heizung）（22条）からなり、⑤これらの財源は租

税で賄われる（46条)。

本手当の中核である生計保障基準給付に着目す

れば、①その給付水準は、表2に示したように、

失業手当Ｉとは異なり、受給者の類型・属性ごと

に一定額を支給する旨、定められている（SGBⅡ

20条2項)'5)。③当該給付を含む本手当の受給要

件は、（a）満15歳以上65歳'6)未満で（b）稼得能

力（Erwerbsfaehigkeit）を有するものの、（c）扶

助を必要とし（要扶助性（Hilfenbeduertigkeit))、

（｡）ドイツ国内を通常の居所（gewoehnliche

Aufbnthalt）にする者'7)、とされる（同7条1項)。

失業者は、これら4要件を充足する限り可当該給

付を受給できるし、事実2011年には、本手当受給

権者の43％が登録失業者であると報告された18)。

他方、本手当に②受給期間は設けられていないた

め、上記4要件を満たす受給者は同手当を猿得し

続ける19)。なお、未成年の子に対しては、表3に

示した年齢の区分に従って、生計保障基準給付を

基に算定された社会手当（Sozialgeld）が支給さ

れる（SGBⅡ23条)。

受給要件にさらに踏み込むと、（b）稼得能力と

は、今後相当な期間（nichtabsehbaHEZeit)２０)の

うちに、「疾病または陣がいにより、一般労働市

場の通常の条件下で少なくとも１日あたり3時間

以上就労できない状態にある｣２１）とはいえない場

表３社会手当（2013年１月１日以降）

２．失業手当Ⅱ（ArbeitslosengeIdⅡ）

社会法典第２編（以下、SGBⅡ）に法的根拠を

置く本手当は、生計保障基準給付（Regelbedarf

zurSichenmgdesLebensunterhalts）（20条)'3)、当
該給付に一定割合を乗じて算出される額を妊

ドイツにおける失業者支援制度

2012年１０月18日告示（BGBl､ＩＳ､2175）も参照 2012年｣0月１８日告示（BGB1.1s､2175）も参照

－１９－

受給する子の年齢
支給額

(ユーロ／月）
比率

満15歳～18歳未満 289 75％

満7歳～15歳未満 255 67％

7歳未満 224 60％

受給者の類型
支給額

(ユーロ／月）
比率

単身者.ひとり親・未成年（１８

歳未満）をパートナーとする者
382 １００％

満18歳以上の2名で栂成される

需要共同体（各人に対して）
345 90％

稼得能力を有し需要共同体を櫛

成する満18歳以上25歳未満の者
306 80％

稼得能力を有し需要共同体を柵

成する18職未満の者
289 75％



合を指す（同8条1項)。（c）要扶助性とは、本手

当の受給希望者が「(実際に従事することが）期

待できる仕事（zumutbareArbeit)」の受け入れか、

資力調査で考慮される収入（Einkommen）・資産

（Vbrmoegen)22)によっても、自らの生計を確保

することが全くまたは一部について不可能であ

り、かつ、必要な援助を他者から得られない場合

を基本的には意味する(同9条1項)｡ここにいう｢実

際に従事することが期待できる仕事」とは、本手

当の受給希望者に紹介される職が原則として該当

する（同10条1項)。それゆえ、当該職業紹介を拒

否した者の本手当はまず3ケ月にわたり30％を減

額され、その拒否が重なる度に同率の減額が加わ

り、ついには同手当の支給廃止が予定されている

（同31条．３１a条・３ｌｂ条)23)。

上述した①給付水準における受給者の類型・属

性や③受給要件の（c）要扶助性では、「需要共同

体（Bedarfgemeinschaft)」という概念が用いられ

ている（同7条3項)。これは大要、本手当受給権

者（端的に表現すれば、稼得能力を有する要扶助

者）を中心に、同一家計の下で同居するそのパー

トナー（法律上か事実上の配偶者かだけでなく、

異性か同性かも問われない）や25歳未満の未婚の

子が形成する生活上の単位と表現できよう24)。

④本手当の給付事業の実施主体は、制度発足当

初、ＢＡと地方自治体（具体的には、郡（Kreise）

および郡に属さない市（krciSe症ieStadt)。ＳＧＢ

Ⅱ6条1項2文）とが協力して設置する協同組織

（Arbeitsgemeinschaft）に担当させることを想定

していた。しかしながら、連邦憲法裁判所第２法

廷2007年12月20日判決（BVerfGEll9,331=NZS

2008,198）は、上記実施主体を協同組織に委ねる

当時のSGBⅡの該当条文を（わが国の憲法にあた

る）基本法（Grundgesetz）に違反する（すなわち、

違憲である）としたため、基本法改正作業が遂行

され、同法に協同組織の根拠条項が挿入されると

ともに（基本法現91e条)、関連法律も整えられ、

現在、当該実施主体は、協同組織（ジョプセンタ

ー（Jobcenter）と呼ばれる。SGBⅡ6.条、４４b条

以下)、あるいは地方自治体単独のいずれかであ

る25)。

本手当の受給者数は、2006年を境に減少し、

2011年において461万5千人（前年比約37万4千人

減）であった。

以上のように、失業手当Ｉ・Ⅱは、どちらも名

称に「失業手当」と冠しているものの、本稿が着

目した①受給水準②受給期間③受給要件④給

付主体⑤財源では、共通点がほぼ見当たらず、

実質的には、それぞれ全く別個の存在であること

が､あらためて確認できよう。他方、このことは、

両手当が併給されうることを意味し、現に2011年

における両手当併給者数は約8万5千人との報告が

ある26)。

なお、失業手当Ｉと同様、Ａ・失業を直接

の給付原因（の１つ）として支払われるもの

には、失業状態を解消しようと起業活動に着

手した失業者等を給付対象とする起業助成金

（Gruendungszuschuss・ＳＧＢⅢ９３．９４条）27）

や、社会保険加入義務が付された職に複数従

事している労働者が少なくともその1つを

失った際に支払われるパートタイム失業手当

（Tbilarbeitslosengeld･同法162条)等がある。他方、

失業手当Ⅱのように、Ｂ・失業を直接の給付原因

とするわけではないが結果として失業者が支給対

象者に含まれるものとして、使用者の財産に対す

る破産手続きが開始された場合等に、倒産前最長

３ヶ月間における労働者の未払い手取り賃金を保

護する破産手当(Insolvenzgeld・SGBⅢ165条以下)28）
などを挙げることができる。

さらに、社会法典第12編（以下、SGB皿）に基

づく社会扶助（Sozialhilfb)29)は、疾病や事故等

により稼得能力を欠いた失業者を困窮者として保

護することを予定している。

－２０－
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「稼得能力を有する要扶助者…は、…その要扶助

状態を終了または軽減するためのあらゆる可能性

を駆使しなければならない。当該要扶助者は、…

労働への統合のためのあらゆる措瞳に積極的に協

力しなければならない。一般的労働市場にかける

稼働が当面不可能な場合には、当該要扶助者は、

（実際に従事できると）期待されて自らへ提供

される労働の機会（eineihrangebotenezumutbare

Aebeitsgelegenheit）を受け入れなければならな

い」との文言（SGBⅡ2条1項)、他方、支援の原

則（GrundsatzdesFoerdems)」として、失業手当

Ⅱの｢給付主体は、稼得能力を有する要扶助者を、

労働への統合という目的をもって包括的に支援す

る」（同法14条1文）との文言に顕れている。

これらの原則に則って､失業手当Ⅱ受給権者は、

その受給にあたり、所轄AAが指定する個別相談

担当者(persoenlicheAnsprechparmer）と話し合い、

所轄AAが提供する職業訓練・職業紹介等32)の内

容、それに対して当該受給権者が行うべき努力の

内容・頻度、その努力を証明する方法を決め、そ

れを書面化したもの＝統合協定を6ケ月を限度と

して所鞘ＡＡとの間で取り交わす（同条2文、15条

'項)33)。

この協定に基づき、社会保険加入義務が生じる

雇用労働または自営業務への従事を受け入れた同

受給権者には、入職手当（Einstiegsgeld）を獲得

できる可能性が生じる（同法l6b条1項)。同手当

の具体的な額は、失業期間や当該受給権者の需要

共同体の規模を考慮して算定され、その支給期間

は最長24ケ月とされている（同条2項)。

Ⅲ就労促准措置

先に見たように、SGBⅢ･同Ⅱは、失業手当Ｉ．

Ⅱの受給要件に、要求（あるいは期待）可能性

(Zumutbarkeit)を含めているため､その受給停止・

減額・廃止を背景に、当該手当受給権者が自らに

紹介される職・仕事への従事を事実上拒否できな

い仕組みを栂築している。とはいえ、両法は、金

銭給付措圃と職業紹介とを単純に結びつけている

わけではない。両者を有機的に機能させ失業者を

具体的な職・仕事に導くための様々な施策も用意

している。

ドイツにおける失業者支援制度

１．職業紹介支援

（FoerderungausdemVermittlungsbudget）

SGBⅢ44条に基づき、所轄AAが失業者等に対

し、社会保険加入義務を負担する職・仕事に就く

ための相談（Bemtung・SGBⅢ29条以下）や助成

金（Beihilfb）の支給を行うことを指す。失業者

と所轄AA担当者らが話し合い、当該失業者個人

の需要．状態に応じて柔軟に行うとされる30)。

２．稲極的職業統合措置（Massnahmenzur

AktivierungundberuHichenEingIiederung）

失業者らが、所鞘AA等によって実施される社

会保険加入義務を負担する職業の紹介や、就職・

起業のノウハウを伝える場等へ参加できる機会を

指す(SGBⅢ45条1項)。これらの措圃の参加者は、

受講費用や受講のための移動費用について、最長

6週間まで助成を受領できる３１)。

３．統合協定（Eingliederungsvereinbarung）

失業手当Ⅱの制度発足当初、その受給者の多

数を長期失業者が占めるとの評価があっただけ

に、当該受給者の労働力の活用（＝労働市場への

統合）がより強く意識された。法律上、それは、

「要請の原則（GrundsatzdesFordems)」として、

４．１ユーロ・ジョブ

これは、失業手当Ⅱ受給者が従事すべき具体

的な職（上述した雇用労働・自営業務いずれ

でもよい）を探知できない場合に提供される

「公益に関わる追加的就労機会（Gelegenheiten

fnerimoeffbntlichenlnteresseligende,zusaetzliche
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５．僅少労働(GeringfUegigeBeschaeftigung)等

僅少労働とは、社会法典第４編（以下､SGBⅣ）

に法的根拠を置く就労形態で、賃金月額が450ユ

ーロ（2011年法改正により、2013年１月1日付けで

400ユーロから引き上げ）以下か、最長2ケ月（あ

るいは50労働日以内）の就労である（ミニ・ジョ

ブ（Mini-Jobs）と呼ばれる）（8条)。

失業者がミニ・ジョブに従事した場合、事業主

がその賃金に対する一定割合の税・社会保険料を

一括納付することにより、当該失業者は、税・

社会保険料を負担しない額面通りの賃金を受け

取ることができる｡36)また、失業者がミディ．ジョ

ブ（Midi-Jobs）と呼ばれる賃金月額が450ユーロ

を超え850ユーロ（これも2011年法改正により、

2013年１月1日付けで800ユーロから引き上げ）以

内の就労に従事すると（SGBⅡ20条2項)、当該失

業者が本来負担すべき社会保険料が所得に応じて

減額される37)。

Arbeiten)」である（SGBⅡ16.条2文)。

より具体的には、地方自治体や福祉団体におけ

る時給l～2ユーロの仕事で34)、おおむね週30時

間までに制限されており、労務を提供する当該受

給権者とそれを受領する地方自治体等との間に労

働契約関係は生じないものの、労働保護規定(Die

VbrschriftenueberdenArbeitsschutz）等が適用され

るという35)。

やや古いものの2007年１月に筆者がベルリンで

実施した1ユーロ・ジョブに関する実務担当者へ

の聞き取り調査では、就労するにあたって、時間

厳守や身噌み等といった当然の習慣を（その多く

は長期失業者であろう）失業手当Ⅱ受給者に思い

出させる・身につけされるという点で有益である

旨の稲極的評価に接した経験がある。

（Beruf3bildungsgesetz）に基づく職業教育訓練

（Bemfsausbildlmg）の受講者（失業手当Ｉ・同

Ⅱ受給者を含む）に対して、同人が生活費や交通

費などを用意できない場合に支給する職業教育訓

練助成金（BemfSausbildungsbeihilfb）を用意して

いる（56条以下)。2011年の被助成者数は約11万

人との報告がある38)。

以上の金銭給付措置・就労促進措置と職業紹介

事業とが有機的に結合してきた成果なのか、２０１１

年度第１四半期におけるドイツの労働力人口に占

める長期失業者の割合（2.9％）は、統計上遡る

ことが可能な1993年以降で最も低い水準にあると

の分析がある39)。

Ⅳ おわ りに
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以上、ドイツにおける失業者支援制度を確認し

てきた。こうした現行制度を生み出したハルッ改

革案が提示されて１０年余、ドイツでは同改革に対

する評価・検証作業が進行している模様である40)。

前述のように、数値だけ見れば、失業率は大幅

に改善され、失業手当Ｉ・同Ⅱ受給者数も減少傾

向にある。その意味で、同改革への積極的な評価

はもちろん可能であろう。しかしながら、貧困・

所得格差の深刻化や労働者層の固定化がしばしば

指摘されている4')。また、数値上、減少してい

るように見える長期失業者の問題も根が深いよう

に思われる42)。

翻ってわが国では、完全失業率が調査開始以来

最悪の5.4％を2002年に記録して以降、徐々にで

はあれ改善に向かっていた。しかし、リーマン・

ショックに伴う雇用悪化の影響は、2011年春に東

日本大震災が発生したこともあって、現在もなお

払拭できていない（2008年4.0％→2009年７月5.5％

→2013年４月4.1％)。

かかる状況で、あらためて安全網の再構築が意

識され、従来の雇用保険制度と生活保護制度との

6．職業訓練（BerufsbiIdung）

SGBⅢは、2005年に改正された職業訓練法
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間には深い溝があり、安全網としてうまく機能し

ていないとの指摘を克服する施策が打ち出され

た。具体的には、2009年．2010年の雇用保険法改

正により、その適用対象者の大幅な拡大が実現す

るとともに44)、2011年５月には特定求職者就職支

援法が制定された45)。同法は、雇用保険受給資格

者・生活保護法上の被保護者に続く第３の類型で

ある「特定求職者」を設け（2条)、この層に対し

て１０万円の職業訓練受講手当等を給付しつつ、こ

れまで基本的に対象者を雇用保険受給権者に限っ

てきた職業訓練の機会も与えたのである。速報値

によると、2012年３月までに職業訓練を修了した

約1万2千人のうち就職者数が約7割、就職者のう

ち雇用期間に定めのない者が7割弱とのことであ

る46)。

このような制度設計は、ドイツにおいて、（単

に職を失った、あるいは職に就いていないという

意味での）失業者を、①社会保険給付である失業

手当Ｉを受給できる失業者、②稼得能力を有する

が、職に就いていない（失業手当Ⅱを受給する可

能性を有する）求職者、③稼得能力を持たず社会

扶助で保護される困窮者、の3つに法律上類型化

し、それぞれに一定の所得を保障して、上記①失

業者だけでなく②求職者へも就労促進措置を施す

態勢と相似するといえる。しかしながら、ドイツ

との比較という視点も含めて、特定求職者支援制度

には、すでに多くの問題点．課題が示されている47)。

また、ハルツ改革を１０年あまりかけて推進し近時

堅実な経済成長を果たしているドイツでさえ、な

お検討課題とされる長期失業者問題に加え、非正

規雇用の拡がりは、わが国で深刻との指摘もある48)。

それだけに、貧困・所得格差・労働者層の固定

化を是正し、長期失業者問題を乗り越えなければ

ならないドイツ、他方、従来の制度から一歩踏み

込んで新たに生み出した安全網の型で非正規雇用

のリスクに対処し、長期失業者問題へも取り組ま

なければならない日本、両国とも厳しい財政環境

の下で明確な処方菱はもとより存在せず、各国に

おける経験の摂取も含む今後の関連研究の深化と

具体的に打ち出される諸施策の動向・評価を注視

する必要がある。

注

1）ドイツにおける失業率の推移については、例え

ば、内閣府政策統括官室編「世界の経済潮流２０１１

年Ⅱ」（日経印刷、2011年）７２頁（表2-1-18図）の

ほか、労働政策研究・研修機栂HP内の「主要労

働統叶指標」http:"wwwjil､gojp/kokunai/statistics／

shuyo/201306/0207.htmlで示された数値等も参照。

2）ドイツの実質GDP成長率の推移については、厚生

労働省網「世界の厚生労働2013」（正陽文庫、２０１３

年）141頁等参照。

3）いわゆるハルツ改革に関する鶴稿は多数存在する

が、さしあたり、労働政策研究報告番No.６９「ドイ

ツにおける労働市場改革－その評価と展望一」（労

働政策研究･研修機栂､2006年)、同報告書No.８４「ド

イツ､フランスにおける労働･扇用政策と社会保障」

（同機櫛、2007年）参照。

4）本稿と同様の視点からの近時の業繍として、例え

ば、戸田典子「失業保険と生活保護の間」リファ

レンス709号（2010年）７頁、渡遥絹子「ドイツ求

職者基礎保障制度の展開」東海法学44号（2010年）

３２頁､JILPT資料シリーズNo.７０『ドイツ･フランス・

イギリスの失業扶助制度に関する鯛査」（労働政策

研究・研修機栂、2010年）８頁以下［第１章ドイツ・

天瀬光二執鉦]，名古道功「ドイツの求職者支援制

度」季刊労働法232号（2011年）２９頁等参照。

5）より具体的には、離職前における賃金の平均値か

ら税や社会保険料を控除した値である（SGBⅢ１５１

条～153条)。

6）この水準そのものは、同手当の前身でハルツ改革

前における「失業手当（ArbeitsloSengeld)」と同一
である。渡過・前掲注4儲文３１頁等参照。

7）保険料以外の財源には、賦課金（Umlagen)、連邦
政府からの拠出金（MitteldesBundes)、その他の収

入(sonstigeEiImahmen)が含まれる（SGBⅢ340条)。
保険料率は3.0％に股定されている（同341条2項)。

8）もっとも、いわゆる僅少労働（本文後掲）従事者

や満65歳以上の者等は適用されない（同法27条、

２８条)。

9）１回の拒否による受給停止期間（SperTzeit）は3週間
であるが、その回数が重なるにつれて6週間や12週

間へ延長される。

１０）離職前2年間における保険料納付期間が、少なくと

ドイツにおける失業者支援制度
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も６ケ月とされる（但し、2014年１２月末日まで)。

これは、いわゆるリーマン・ショックに対応する

措圃という。渡遜・前掲注4騰文31頁脚註5等参照。

11）ハルツ改革以前における連邦雇用庁（Bundesanstalt

fuerArbeit）が大幅に改変されて艇生した当該機関

は、連邦から独立して3名の理事により運営される

公法上の法人である（SGBⅢ367条1項)。

12）2004年から2010年における同手当受給者数の推移

は、名古・前掲注4鐙文35頁（表3）参照。2011年の

当該数値は以下を参照｡Vgl､AmtlicheNachrichtender

BundesagｅｎｔｕｒｆｕｅｒＡｒｂｅｉｔ,５９.ＪＡＨＲＧＡＮＧ，

ＳＯＮＤＥＲＮＵＭＭＥＲ２,Arbeitsmarkt2011,S､53.

13）これには、食費・被服費・暖房費を除く光熱費・

文化的活動費用等を含むとされる（同条1項1文)。

14）受給者の類型・属性とそれぞれに適用される具体

的な乗率については､厚生労働省編･前掲注２０番
153頁（表3-1-6）参照。

15）この給付水準の額・算定方法について、従前の

それは連邦憲法裁判所第１法廷2010年２月9日判決

（BveIfUEl25,175=NJW2010,505）により、（わが

国の憲法にあたる）基本法（GmndgeSetz）に違反

する（＝違憲である）旨判断されたため、2011年

３月に制定された新法「社会法典第12綴（SGB皿）

２８条に基づく生計保障基準給付算定法」（BGBLI

S､453）が、連邦統計庁が5年ごとに実施する所得・

消費抽出鯛査の数値を基に算定する際の賭準則を

整備した。

これに基づき決定される当該給付は、SGB皿が

射程とする稼得能力のない困窮者に支給される「生

計扶助（HilfbzumLebensunterhalt)」の核をなすも

のであるが（同法27条以下)、その水準は、SGBⅡ

における生計保障基準給付にも適用される（SGB

Ⅱ20条5項2文)。以下の文献も参照。VgLLenzein

Muender（Hrsg.),LPK-SGBⅡ’4.Auf1.,2011,A､h§
２０.Ｒｄｍｌｆ

上述した従前の給付水準の算定については、嶋

田佳広「ドイツ求職者基礎保障における保腰水準」

賃金と社会保障1489号（2009年）４頁（とりわけ'０

頁以下)、戸田典子・前掲臓文25頁等参照。上記連

邦憲法裁判所判決については、名古・前掲注4麓文

３７頁等参照。

16）公的老齢年金の支給開始年齢引き上げに対応して、

2012年から2029年までに段階的に67歳へ引き上げ

られる（同法7a条)。

17）外国人であっても、これら4要件に骸当する限り当

骸手当を受給できるが、滞在当初の3ヶ月間につい

ては受給できない等､いくつかの制約は存在する（７

条1項、８条2項)。

18）Vgl.a・a､０．（Fn.12),S,22.

19）名古・前掲注4論文33頁等参照。なお、当該受給者

は、疾病保険・介謹保険・年金保険に加入する義

務を負うものの（SGBＶ5条1項2a号、SGBⅢ20条１

項2a号、SGBⅥ3条1文3a号)、その保険料はBAが負

担する（SGBⅡ26条､SGBⅥ166条1項2a号)。天瀬・

前掲ⅡLPT資料シリーズ18頁、ヨハネス・ミユンダ

ー（翻訳・原俊之）「ドイツにおける求職者のため

の基礎保障」日独労働法協会会報10号（2010年）

３５頁（とくに39頁）等参照。

20）これは、６ケ月以内と解されているようである。

Ｖ９１.AmlborstinMuender（HI5g.),aa.O､（Anm､19),§
８Rdnml7,中内哲「ドイツにおける失業保険制度」

労働法律旬報1684号（2008年）２９頁（とくに32頁、

３６頁脚註17）等参照。

21）この状態は、SGBⅥ43条2項2文にいう「完全な稼

得能力の減退」概念に依拠しているという。渡

遥・前掲注4誌文29頁脚註9およびミユンダー・前

掲麓文37頁などのほか、以下の文献も参照。VgI・

ArmborstinMuender（Hrsg.),a､a.Ｏ・（Fn.19),§８
Rdnm20、

22）ここにいう収入・資産は、現金または金銀的価値

を有するすべての収入（１１条1項)、換価可能な財

産物を指すが（12条1項)、税や社会保険料、年齢

に応じた金額（3100～9750ユーロ)、未成年の子の

ための貯蓄（限度額3100ユーロ）等は考慮対象か

ら除外される（lla条､1lb条､12条2項･3項)。渡遥・

前掲注4麓文28頁等参照。

23）聞き取り鯛査によれば、この制裁が発動「される

ことは極めて少な」いという。渡遥・前掲注4儲文

２４頁参照。

24）需要共同体に関するより具体的な解説は、渡遥・

前掲注4騰文28頁等のほか、以下の文献も参照。

VgLThie/SchochinMuender（Hrsg.),a,a.O、（Fn.15)，
§7Rdnm38丘

25）協同組織に関するこうした基本法改正の経緯等に

ついては、名古・前掲注4誇文39頁以下、武田公子

「ドイツ社会保険制度における政府間関係」本昧

180号（2012年）２８頁（とくに31頁以下）等のほか、

以下の文献も参照。VgI・LenzeinMuender（Hrsg.)，
ａ・a.O、（Fn.１５)，Ｓ,21.

26）Ｖ91.a､a.O・（Fn.12),S､21.
27）本助成金を受給するためには、当該失業者は、少

なくとも150日分の失業手当Ｉの受給期間を有して

いる必要がある。２０１１年の本助成金受給者は約１３

万6千人であった。厚生労働省絹・前掲注2書144頁

等参照。

28）企業倒産を理由に失業に陥った者は、本手当を受

給できる可能性を有する。2011年の当該受給者は

約24万3千人と報告された。厚生労働省編・前掲注
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２番143頁等参照。

29）本扶助は、生計扶助（HilfbnzurLebensunterhalt)・

医療扶助（HilfbnzurGesundheit)・介護扶助（HilfEn

zurPHege）等、稼得能力のない困窮者を対象とす
る7つのサービスを内容とし（8条各号、２７条1項)、

その給付の主体は、基本的に地方自治体である（３

条2項)。失業者が疾病や事故等で稼得能力を喪失

した場合、本扶助を受給する可能性が生じる。

核たる存在は金銭による生計扶助である。その

給付水準は、ＳＧＢⅡに法的根拠を置く失業手当Ⅱ

のそれと同一に設定される一方（SGBⅡ20条5項２

文)、社会扶助と同手当とは相互に排他的である

（SGBⅡ5条2項、SGB皿21条１文)。ハルツ改革以

前は、SGB皿の前身たる連邦社会扶助法に基づく

「社会扶助（Sozialhilfb)」が、稼得能力の有無に

かかわらず、「『すべての人｣」に対する最低生活保

障の最後の受け皿として機能」していたとされる。

木下秀雄「ドイツの最低生活保障と失業保障の新

たな仕組みについて」賃金と社会保障1408号（2005

年）４頁（とくに6頁）等を参照。

30）厚生労働省編・前掲注2書143頁以下等参照。な

お、失業者等に支援の必要性が認められると、仕

事への応募や就労に必要な諸経費等が支給される。

Vgl,HesselinBrand（Hrsg.),SGBⅢ’6.AuH.,2012,§４４
Rdmll丘

31）厚生労働省編・前掲注2書146頁以下等参照。

32）これらは、SGBⅢ29条以下に基づいて実施される

（SGBⅡ16条1項)。

33）渡遥・前掲注4論文26頁では、聞き取り調査の結果

として、当該受給権者１名に対して2名の個別相談

担当者が割り当てられており、統合協定の内容は、

受給権者個々人の具体的状況に応じて千差万別で

ある旨、記されている。

なお、ＳＢⅡは、所轄ＡＡと受給権者との合意が成

立しない場合､統合協定が行政行為(Verwaltungsakt）

として形成されることを想定する（15条1項6文)。

34）もっとも、この仕事に従事して得る金銭は、賃金

（Lohn）ではなく、「補償金（E､tschaedigungfUer

MehmufWendunge､)」と説明される。戸田・前掲注

４論文23頁等のほか、以下の文献も参照。VgLThie

inMuender（Hrsg.),a､a.O・（Fn.15),§l6dRdm29，

35）Ｖ91.Thie,a､a.O・（Fn.15),§l6dRdm19.

36）厚生労働省編・前掲注2書142頁等参照。

37）厚生労働省編・前掲註l）書142頁以下等参照。

38）厚生労働省編夕前掲註1）書156頁以下等参照。

39）内閣政策統括官室編・前掲注1書72頁等参照。

40）その一端は、「分かれるハルツ改革の評価」最近

の海外労働情報（労働政策研究・研修機構、２０１２

年10月）http:"www・jiLgojp/fbreign6ihou/201210／

geIman-O1､htmを参照されたい。
41）前者・貧困や所得格差の深刻化に関する近時の研

究として、嵯峨嘉子「ドイツにおける貧困の現状

と対策の課題」本誌177号（2011年）３１頁、上田真

理「ドイツ求職者基礎保障法（社会法典2編）の動

向」東洋法学55巻3号（2012年）１頁（とくに１１頁

以下）等のほか､｢低賃金労働者が１０年で約2割増」

最近の海外労働情報（労働政策研究・研修機構、

2012年８月）httpWWwwjil､gojp/fbreign<jihou/20128／

ge1ma1LO1.htｍも参照。
後者・労働者層の固定化とは、例えば、僅少労

働従事者は、次に就職の機会を得ても僅少労働従

事者のままで、正規の労働者にはなかなかなれな

いことを指す。そのデータにつき、ⅡLPT資料シリ

ーズNbL79『欧米における非典型雇用の現状と課題ｌ

（労働政策研究・研修機構、2010年）４６頁［浅尾

裕執筆］等参照。

42）前掲注40文書は、当時の所管大臣による「今後は

長期失業の根本的要因をさらに深める抜本的原因

がある」とのコメントを紹介している。

43）例えば、小園英俊＝久野克人「求職者支援制度の創

設」時の法令1892号（2011年）４頁、丸谷浩介「職

業訓練の実施等における特定求職者の就職の支援

に関する法律｣ジユリスト1430号(2011年)45頁参照。

44）2009年.2010年の同法改正については、丸谷浩介

「2009年雇用保険法改正によるセーフテイネット

の再栂築」季刊労働法227号（2009年）２６頁、小西

康之「雇用保険法等の一部改正」ジユリスト１４１０

号（2010年）４８頁等参照。

45）同法の解説として、小園＝久野･前掲注43論文4頁、

丸谷・前掲注43論文45頁、米村優季「職業訓練の

実施等における特定求職者の就職の支援に関する

法律」自由と正義62巻12号（2011年）８２頁等参照。

なお実質的な意味で、後述する第３類型は、２００９

年７月から実施されていた｢緊急人材育成支援事業」

の中で認められていた。

46）http:"www・mhlw,gojp/st"houdou/2r9852000002mj8x‐

aW2r9852000002mjae､pdfを参照。
47）丸谷・前掲注43論文50頁以下、河村直樹「求職者

支援制度に関する提言の背景と今後の課題」労働

法律旬報1748号（2011年）１８頁、高橋賢司「日本

における求職者支援のあり方と職業訓練受講給付

金制度」季刊労働法232号（2011年）１５頁（とくに

２７頁以下）等のほか、ドイツ法との比較の観点か

ら、木下秀雄「求職者支援法の検討」労働法律旬

報1748号（2011年）６頁（とくに10頁以下）参照。

48）丸谷・前掲注43論文45頁等参照。

ドイツにおける失業者支援制度

(なかうち・さとし熊本大学教授）

－２５－




